
新規事業採択時評価結果（平成２６年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道５号（北海道横断自動車道） 

倶知安
く っ ち ゃ ん

余市
よ い ち

道路（共和
きょうわ

～余市
よ い ち

） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

北海道開発局 

起終点 
自：北海道岩内

いわない

郡共和町
きょうわちょう

字国富
くにとみ

 

至：北海道余市
よ い ち

郡余市町
よいちちょう

登
のぼり

町
ちょう

 
延長  ２７．６ｋｍ 

事業概要  

倶知安余市道路(共和～余市)は、北海道横断自動車道の一部を構成する道路で、岩内郡共和町字国富から余

市郡余市町登町に至る延長２７．６ｋｍの自動車専用道路である。（北海道横断自動車道は、寿都郡黒松内町

から根室市、網走市へ至る延長約６９０ｋｍの高規格幹線道路であり、これまでに２７５ｋｍが開通している。）

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、新千歳空港や札幌から国際的な観光地であるニセコへの速達性向上、高速ネットワ

ークの構築による災害・緊急時の迅速な救援・避難、高次医療施設への搬送時間短縮、国際コンテナ通行支障

箇所の解消による物流の効率化が図られる。 

全体事業費 約１，０９０億円 計画交通量   約１２，１００ 台／日 

事業概要図  

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【北海道知事】 

新規採択時評価に係る「一般国道５号（北海道横断自動車道）倶知安余市道路（共和～余市）」事業の予算

化に同意いたします。 

また、当該区間に接続する計画段階評価実施済みの「倶知安～共和間」については早期に着手されるよう特

段のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

  

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ２４．１．３０） 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．８ 

総費用 854億円 総便益 1,520億円 基準年  

事業費：  782億円 

維持管理費：73億円 

走行時間短縮便益：1,338億円 

走行経費減少便益：  131億円 

交通事故減少便益：  50億円 

平成２５年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝1.6  (交通量    -10 ％) B/C＝2.0  (交通量       +10 ％) 

事業費変動 B/C＝1.6  (事業費変動   +10 ％) B/C＝1.9  (事業費変動   -10 ％) 

事業期間変動 B/C＝1.6  (事業期間変動 +20 ％) B/C＝1.9  (事業期間変動 -20 ％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◯

当該路線の整備により、交通混雑する市街地を回避。 

【交通混雑する市街地の回避】 

 現況（市街地）３区間  → 整備後０区間 

事故対策 ―
注目すべき影響はない。 

 

歩行空間 ―  注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎

【高次医療施設への速達性向上】 

・倶知安・岩内方面から小樽・札幌市内の高次医療施設への搬送時間が短縮、また、安静

搬送により患者の負担軽減が期待される等、救急医療を支援。 

岩内～小樽間の所要時間         倶知安～小樽間の所要時間 

   現況70分 → 整備後58分(12分短縮)   現況67分 → 整備後57分(10分短縮) 

岩内～札幌間の所要時間         倶知安～札幌間の所要時間 

 現況106分 → 整備後81分(25分短縮)    現況103分 → 整備後80分(23分短縮) 

地域経済 ◎

【物流効率化の支援】 

・通行支障箇所の解消等により、物流の効率化及び代替機能の向上が図られ、函館方面と

小樽港など道央圏との交流を支援。 

物流効率化に資する大型車通行支障箇所の解消  現況２箇所 → 整備後０箇所 

物流の支障となる峠や市街地の通行を回避 現況（峠）１区間 → 整備後０区間 

                  現況（市街地）３区間 → 整備後０区間 

災 害 ◎
【リダンダンシーの確保】 

・高速ネットワークの構築により、有珠山噴火など災害･緊急時の迅速な救援･避難に貢献。

環 境 － 注目すべき影響はない。 

地域社会 ◎

【観光の支援】 

・新千歳空港や札幌からニセコエリアへの速達性が向上し、観光立国の推進に貢献。 

新千歳空港～ニセコエリア間の所要時間    札幌～ニセコエリア間の所要時間 

現況約170分→ 整備後約135分(約35分短縮) 現況約140分→ 整備後約105分(約35分短縮)

事業実施環境 ○

・計画段階評価手続き完了（Ｈ２４．１．３０） 

・北海道知事から圏域間の交流･連携の強化、地域経済の活性化、地域医療の充実に加え、

大規模災害時の代替ルートの確保に関する要望がある。 

 
採択の理由 

費用便益比が１．８と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる。 

また、当該区間の整備により地域経済への効果、大規模災害時の代替機能等が期待でき、事業の必要性・効果

は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
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担 当 課：道路局 国道･防災課 

担当課長名：茅野 牧夫      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

倶知安余市道路 
（共和～余市） 



新規事業採択時評価結果（平成２６年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 一般国道６号 牛久
う し く

土浦
つちうら

バイパス（Ⅱ期） 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

関東地方整備局 

起終点 
つくば区間 自：茨城

いばらき

県つくば市高崎
たかさき

  至：茨城
いばらき

県つくば市西
にし

大井
お お い

 

土浦区間  自：茨城
いばらき

県土浦
つちうら

市中村
なかむら

西根
に し ね

 至：茨城
いばらき

県土浦
つちうら

市中
なか

 
延長 

４．６km 

(つくば区間：１．９km、

土浦区間：２．７km) 

事業概要  

牛久土浦バイパスは、国道6号の牛久駅～荒川沖駅周辺の市街地で慢性的におきている渋滞を解消し、道路交

通機能を回復させることを目的に計画された路線である。 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、事業中区間と一体となり、圏央道つくば牛久ＩＣへのアクセス路が形成され、一般

国道6号の渋滞緩和、事故減少を図るとともに、アクセス向上による茨城県内の企業活動の活性化に寄与するも

のである。 

全体事業費 約１７５億円 計画交通量 
つくば区間：約21,700台／日 

土浦区間 ：約29,600台／日 

事業概要図  
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関係する地方公共団体等の意見  

【茨城県知事】 

一般国道6号牛久土浦バイパス（Ⅱ期）の平成26年度予算化については、異議ありません。 

 また、本バイパスは、一般国道6号の交通渋滞の緩和に寄与するとともに、首都圏中央連絡自動車道への主要

なアクセス道路でありますことから、事業実施にあたりましては、より一層のコスト縮減を図りながら、早期

完成に向けて特段のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｈ６．４．２１） 

 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ ３．６ 

総費用 １４５億円 総便益 ５１９億円 基準年  

事業費：      128億円 

維持管理費：    17億円 

走行時間短縮便益： 433億円 

走行経費減少便益：  58億円 

交通事故減少便益：  27億円 

平成２５年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝3.2   (交通量      -10％) B/C＝3.9   (交通量      +10％) 

事業費変動 B/C＝3.3    (事業費変動  -10％) B/C＝3.9   (事業費変動   +10％) 

事業期間変動 B/C＝3.2   (事業期間変動 -20％) B/C＝3.8   (事業期間変動 +20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

城中田宮線及び谷田部牛久線を介した国道6号のバイパス機能が発揮され、学園東大

通り入口交差点の交通量が約5割減少することで、渋滞が緩和。 

〔交通量の減少（一般国道6号 学園東大通り交差点）〕 

  現況 271百台/日 ⇒ 整備後 147百台/日〔約5割減少〕 

〔平均旅行速度の向上（一般国道6号 土浦市中付近（上り））〕 

  現況 18.3km/h   ⇒ 整備後 25.9km/h 〔約4割向上〕 

事故対策 ◎ 

学園東大通り入口交差点の交通量が約 5 割減少する。渋滞緩和によって追突事故も

減少し、走行の安全性が向上。 

〔追突事故件数（一般国道 6号 田宮町交差点～中村陸橋下交差点間）〕 

 現況 272 件/4 年 ⇒ 整備後 167 件/4 年 〔約 4割減少〕 

歩行空間 ― 注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ― 注目すべき影響はない 

地域経済 ◎

土浦バイパスと一体となることで､土浦市等の工業団地等から圏央道へのアクセス

性が向上する等､さらなる茨城県内の企業活動の活性化が期待。 

〔所要時間の変化（例 神立工業団地⇒圏央道・つくば牛久 IC：約 14 ㎞）〕 

  現況 30 分 ⇒ 整備後 20 分  〔約 10 分短縮〕 

災 害 ― 注目すべき影響はない 

環 境 ― 注目すべき影響はない 

地域社会 ― 注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○

・都市計画決定手続き完了（Ｈ６．４．２１） 

・土浦市長、牛久市長、つくば市長、つくばみらい市長より牛久土浦バイパスの早

期事業着手の要望有り。 

 

採択の理由 
 費用便益比が３．６と、便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提

条件が確認できる。 

また、当該区間の渋滞緩和や事故削減ならびに地域経済等への効果が期待でき、事業の必要性・効果が高いと

判断できる。以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：茅野 牧夫      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

位置図 



新規事業採択時評価結果（平成２６年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道２４６号  

厚木
あ つ ぎ

秦野
は だ の

道路（伊勢原西～秦野中井） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

関東地方整備局 

起終点 
自：神奈川

か な が わ

県伊勢原
い せ は ら

市善波
ぜ ん ば

 

至：神奈川
か な が わ

県秦野
は だ の

市西
にし

大竹
おおたけ

 
延長  ５．２ｋｍ 

事業概要  

厚木秦野道路は、国道246号のバイパスとして現道の交通混雑緩和を図るとともに、東名高速、新東名高速、

さがみ縦貫道路と相互に連絡し、神奈川県県央地域において広域的なネットワークを構成する、厚木市中依知

から秦野市八沢に至る全長約29ｋｍの地域高規格道路である。 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、事業中区間と一体となり、国道246号、東名高速、新東名高速を結ぶネットワークが

形成され、国道246号の交通渋滞緩和及び交通事故減少等が図られる。 

全体事業費 約２００億円 計画交通量  約8,200台／日 

事業概要図  
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関係する地方公共団体等の意見  

【神奈川県知事】 

一般国道246号厚木秦野道路は、東名高速道路や新東名高速道路、さがみ縦貫道路と一体となって、広域的 

な利便性の向上や地域活性化などに寄与する大変重要な地域高規格道路である。 

並行する国道246号の交通混雑の緩和や交通安全性の向上などが期待されることから、地元自治体からの整備

促進要望も大変強く、一般国道246号厚木秦野道路（伊勢原西～秦野中井）の新規事業採択・予算化について強

く要望するとともに、早期整備が図られるようお願いする。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｈ８．６．１１） 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．６ 

総費用 １５４億円 総便益 ２４９億円 基準年  

事業費：   １３９億円 

維持管理費：  １４億円 

走行時間短縮便益：２４６億円 

走行経費減少便益：  ２億円 

交通事故減少便益：  １億円 
平成２５年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝1.5 (交通量     -10％) B/C＝1.8 (交通量   +10％) 

事業費変動 B/C＝1.5 (事業費変動   -10％) B/C＝1.8 (事業費変動 +10％) 

事業期間変動 B/C＝1.4 (事業期間変動 -20％) B/C＝1.8 (事業期間変動 +20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

国道246号、東名高速、新東名高速をつなぐ新たなバイパスが形成され、国道246号

（現道）の交通量が約3割減少し、渋滞が緩和。 

〔混雑度の減少（一般国道246号 桜坂交差点）〕 

現況 1.61（22,200台／日）→ 整備後 1.13（15,500台／日）〔約3割減少〕

事故対策 ◎ 

交通量が約3割減少し、渋滞が一因で発生していた追突事故が約6割減少し、走行の

安全性が向上。 

〔追突事故件数（一般国道246号 桜坂交差点～堀川入口交差点間）〕 

現況 236件/4年 → 整備後 90件/4年〔約６割減少〕 

歩行空間 － 注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 － 注目すべき影響はない 

地域経済 ◎

国道246号、東名高速、新東名高速をつなぐ新たなバイパスが形成され、国道246号

の交通量が約3割減少し、渋滞緩和されることで秦野地域からの自動車部品などの物

資輸送の定時性や速達性が向上。 

〔都心方向への物資輸送の所要時間短縮（秦野市内工業団地→下糟屋交差点）〕 

現況 40分 → 整備後 33分〔約7分短縮〕 

災 害 ○
東名、新東名をつなぎ新たなネットワークを構築することで、大規模災害時の救助・

救援ルートとしての重要な役割を担う。 

環 境 － 注目すべき影響はない 

地域社会 － 注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○

・都市計画決定手続き完了（Ｈ８．６．１１） 

・神奈川県知事、厚木市長、伊勢原市長、秦野市長より厚木秦野道路の早期事業化の

要望の有り。 

 

採択の理由 
費用便益比が１．６と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

また、当該区間の渋滞緩和や事故削減ならびに地域経済等への効果が期待でき、事業の必要性・効果は高いと

判断できる。以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：茅野 牧夫     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。



 

新規事業採択時評価結果（平成２６年度新規事業化箇所） 

 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道41号 

大沢野
お お さ わ の

富山南
とやまみなみ

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

北陸地方整備局 

起終点 
自：富山県富山市

と や ま   

楡
にれ

原
はら

 

至：富山県富山市
と や ま   

栗山
くりやま

 
延長  １２．０km 

事業概要  

大沢野富山南道路は、地域高規格道路富山高山連絡道路の一部を構成する道路で、富山県富山市楡原から

富山市栗山に至る延長１２．０ｋｍの道路である。 

事業の目的、必要性  

本事業の整備により、交通渋滞の緩和、交通事故の減少、冬期における安全・円滑な交通の確保、企業団

地計画の促進に資する輸送の効率化、並びに災害危険箇所の回避により地域の産業を支える物流の信頼性向

上を図る。 

全体事業費 約３８０億円 計画交通量 約１０，９００～２２,８００台／日 

事業概要図        

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【富山県知事】 

「一般国道４１号 大沢野富山南道路」の予算化について、同意します。当該道路は、地域高規格道路 富山

高山連絡道路の一部となることから、本道路の整備によって、本県と岐阜県との結びつきがさらに強まり、

物流や地域経済の活性化、人の交流が活性化するものと期待しております。また、現国道41号の交通渋滞や

交通事故、災害危険箇所を抜本的に解消し、道路交通の円滑化や災害時における緊急輸送路の確保、救急医

療体制の充実に大きく寄与するものと考えております。つきましては、本道路の新規事業化と早期完成に向

けて、特段のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｈ２３．１２．９） 

                                  担 当 課：道路局 国道・防災課  

                                  担当課長名：茅野 牧夫      

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．８ 

総費用 ３１２億円 総便益 ５５２億円 基準年  

事 業 費： 261 億円 

維持管理費：   51 億円 

走行時間短縮便益： 437億円 

走行経費減少便益：  71億円 

交通事故減少便益：  44億円 

平成２５年 

感度分析の結果

交通量変動 Ｂ／Ｃ＝１．５ （交通量   -10％） Ｂ／Ｃ＝１．９ （交通量   +10％） 

事業費変動 Ｂ／Ｃ＝１．６ （事業費   +10％） Ｂ／Ｃ＝１．９ （事業費   -10％） 

事業期間変動 Ｂ／Ｃ＝１．６ （事業期間 +20％） Ｂ／Ｃ＝２．０ （事業期間 -20％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

通過交通がバイパスへ転換し、現国道４１号の渋滞が緩和する。 

【国道41号の混雑度】 

現況 1.32(平日) → 整備後 0.93(平日) 

事故対策 ◎

渋滞の緩和等により、交通事故が減少する。 

【国道41号の事故件数】 

現況 51件/年 → 整備後 42件/年 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 冬期における安全・円滑な交通が確保される。 

地域経済 ◎
交通混雑の緩和、交通事故の減少により、沿線に集積する企業の輸送が効率化され、企業団

地計画の促進等、地域の更なる発展に寄与する。 

災 害 ◎ 国道41号の災害危険箇所を回避する。 

環 境 － 注目すべき影響はない。 

地域社会 ○
災害危険箇所の回避により安定的な輸送経路が確保され、医薬品製造業等の地域の産業を支

える物流の信頼性が向上する。 

事業実施環境 ○
・都市計画決定手続き完了（Ｈ２３．１２．９） 

・富山県知事より新規採択について強い要望を受けている。 

 
対応方針 

費用便益比が１．８と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了していることから、事

業採択の前提条件が確認できる。 

また、通過交通がバイパスに転換することで渋滞の緩和及び交通事故の減少が期待できるほか、冬期における

安全・円滑な交通の確保、企業団地計画の促進に資する輸送の効率化が図られ、更に災害危険箇所の回避により

物流の信頼性が向上する等、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 



新規事業採択時評価結果（平成２６年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道４２号（近畿

き ん き

自動車道紀勢
き せ い

線） 

熊野
く ま の

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

中部地方整備局 

起終点 
自：三重

み え

県熊野
く ま の

市大泊
おおどまり

町
ちょう

 

至：三重
み え

県熊野
く ま の

市久生屋
く し や

町
ちょう

 
延長  ６．７㎞ 

事業概要  

近畿自動車道紀勢線は、大阪府松原市から三重県多気郡多気町に至る約３３５kmの高規格幹線道路である。

一般国道４２号（近畿自動車道紀勢線）熊野道路は、近畿自動車道紀勢線の一部を構成する道路で、三重県

熊野市大泊町から久生屋町に至る延長６．７kmの自動車専用道路である。 

 

事業の目的、必要性  

熊野道路は、供用済みの熊野尾鷲道路と連続し、近畿自動車道紀勢線の一部として、高速道路ネットワー

クを形成。 

南海トラフ巨大地震時の津波による地域孤立の危機を回避するほか、代替路がないリスクポイントである

鬼ヶ城トンネル区間を強化するものである。 

全体事業費 約２７０億円 計画交通量 約６，９００台/日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【三重県知事】 

一般国道４２号(近畿自動車道紀勢線)熊野道路は、地域の防災機能の向上を図り、有事の際の代替路となる

など重要な道路であるから平成２６年度に係る予算化をお願いします。 

また、近畿自動車道紀勢線は、東紀州地域の振興、台風による豪雨や南海トラフ巨大地震などの災害発生時

の救援・復旧・復興や、救急医療において地域の生命を支える「新たな命の道」であると考えており、残る未

事業化区間の早期事業化、早期全線開通が図られるよう特段の配慮をお願いします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 

 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４．１６） 

 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．１ 

総費用 １８１億円 総便益 １９０億円 基準年  

事業費：   166億円 

維持管理費：  14億円 

走行時間短縮便益： 182億円 

走行経費減少便益： 5.1億円 

交通事故減少便益： 2.9億円 
平成２５年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝0.95  (交通量    -10％) B/C＝1.2   (交通量       +10％) 

事業費変動 B/C＝0.96  (事業費変動   +10％) B/C＝1.2   (事業費変動   -10％) 

事業期間変動 B/C＝1.0   (事業期間変動 +20％) B/C＝1.1   (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響

渋滞対策  － 注目すべき影響はない。 

事故対策 － 注目すべき影響はない。 

歩行空間 －  注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 
高速ネットワークの整備により第二次救急医療施設への搬送時間が短縮。 

（東紀州（紀南）広域防災拠点～尾鷲総合病院間 ３４分→２４分（１０分短縮））

地域経済 ○ 
代替路の確保により、事故等による道路の寸断が回避され、東紀州地域間の連携

が強化。 

災 害 ◎ 

東紀州（紀南）広域防災拠点が、津波浸水時にも機能する高速道路ネットワーク

と接続され、本来の拠点機能を発揮。 

熊野道路が整備されると、津波浸水時に名古屋側からの救援ルートが確保され、

東紀州南部地域の孤立の危機を回避。 

環 境 

 

－ 

 

注目すべき影響はない。 

地域社会 ○ 

代替路の確保により、事故等による道路の寸断が回避され、東紀州地域間の連携

が強化。 

熊野古道をはじめ東紀州南部地域の観光地への安定的な経路が確保され、観光産

業に寄与。 

事業実施環境 ○ 
・計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４．１６） 

・三重県知事より近畿自動車道紀勢線（新宮～大泊間（新宮紀宝道路平成２５年度

新規事業化済み））の新規事業化を要望 

 

採択の理由 
費用便益比が１．１と便益が費用を上回っているとともに、事業採択の前提条件が確認できる。 

また、南海トラフ巨大地震時の津波による地域孤立の危機を回避、代替路がないリスクポイントである鬼ヶ城

トンネル区間が強化される等、事業の必要性・効果は高いと判断出来る。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：茅野 牧夫      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
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参考：平成２６年度予算要求に係る新規事業採択時評価（防災機能の評価） 
 
１.事業の概要 

事業名 一般国道４２号（近畿
き ん き

自動車道紀勢
き せ い

線）熊野道路 
事業 

区分 
 一般国道 事業 

主体 

国土交通省 
中部地方整備局 

起終点 
三重
み え

県熊野
く ま の

市大 泊 町
おおどまりちょう

 

～三重
み え

県熊野
く ま の

市久生屋
く し や

町
ちょう

 
延長  ６．７㎞ 

事業概要 

 

目的 

一般国道４２号（近畿自動車道紀勢線）熊野道路は、近畿自動車道紀勢線の一部を構成する道路

で、三重県熊野市大泊町から久生屋町に至る延長６．７kmの自動車専用道路である。 

熊野道路は、供用済みの熊野尾鷲道路と連続し、近畿自動車道紀勢線の一部として、高速道路ネ

ットワークを形成。南海トラフ巨大地震時の津波による地域孤立の危機を回避するほか、代替路が

ないリスクポイントである鬼ヶ城トンネル区間を強化するものである。 

事業費 約２７０億円 3 便益 B/C １．１ 

 
２.必要性の評価 

（１）課題の整理 

評価項目 当該事業地域の課題・上位計画等 

防災・災害時の 

救助活動等 

・南海トラフ巨大地震発生時には、対象区間

と並行する国道４２号の７割を越える区

間が浸水し、そのうち鬼ヶ城トンネル区間

には代替路が無いため、東紀州南部地域が

孤立する恐れがある。 

※高速道路のあり方検討有識者委員会・緊急提言 

「広域的な幹線道路ネットワークについては、地域の孤立化や

多重性の欠如など災害面からの弱点を再点検し、その克服に

向けて、ミッシングリンクの解消や隘路区間の改良など効果的

な手法を選択し、緊急性の高い箇所から重点的に強化を行う

必要がある。」 

※中部圏広域地方計画（H21.8） 

「大規模地震時等の災害時におけるリダンダンシー機能等を担

う近畿自動車道紀勢線等の必要な整備を推進する。」 

※三重県「みえ県民力ビジョン（H24.4） 

「県民生活や地域の経済活動等を支え、防災機能を備えた安

全な交通を確保するために、高規格幹線道路、直轄国道およ

び県管理道路と一体となった道路網の整備、緊急輸送道路ネ

ットワークの形成を推進します。」 

住民生活 

・尾鷲総合病院は、東紀州南部地域の重篤患

者を受け入れており、搬送時間の速達性確

保が課題。 

※中部圏広域地方計画（H21.8） 

「中山間地域を始めとした地理的、社会的条件が不利な地域

や、災害等で地域が分断・孤立するおそれのある地域におい

ては、急病人発生時や災害時等における救急体制の構築や緊

急輸送手段・経路や避難路を確保する。」 

※三重県「みえ県民力ビジョン（H24.4） 

「県民生活や地域の経済活動等を支え、防災機能を備えた安

全な交通を確保するために、高規格幹線道路、直轄国道およ

び県管理道路と一体となった道路網の整備、緊急輸送道路ネ

ットワークの形成を推進します。」 

地域社会 

地域経済 

・国道４２号は、熊野市内の唯一の幹線道路

であり、鬼ヶ城トンネルには代替路が無い

ため、事故等による通行止めが発生した場

合、東紀州地域が熊野市で分断し、観光産

業等への影響も大。 

※三重県「みえ県民力ビジョン（H24.4） 

「県民生活や地域の経済活動等を支え、防災機能を備えた安

全な交通を確保するために、高規格幹線道路、直轄国道およ

び県管理道路と一体となった道路網の整備、緊急輸送道路ネ

ットワークの形成を推進します。」 

その他 － 

 
（２）事業の必要性 

・津波浸水時のおける地域孤立の危機を回避、救急搬送の速達性の向上や通行止めによる地域分断が回避され

る等、当該事業の必要性・効果は高いと判断出来るため、事業の必要性があるものと評価する。 
  

 

 

３.有効性の評価 

（１）ネットワーク上のリンクとしての評価 

①主要都市・拠点間の防災機能の向上 

区間 

リンクの評価 

効果 評価 現状 

（整備前）

（目標） 

整備後 

新宮市 
（振興局所在） 

熊野市 
（振興局所在） D 

（B） 
B 

（一部事業化） 

・主経路（国道 42 号）に津波浸水想定区

域があるため、評価レベルは D になる。

・当該事業のルートが津波浸水想定区域

を避けて計画しているため、災害危険

性はなく、評価レベルはＢに改善され

る。 

◎ 

②ネットワーク全体の防災機能の向上 

リンクの評価 

効果 評価 弱点度 

（整備前） 

弱点度 

（整備後） 
改善度 

37.5 16.4 2.3 
当該リンクの整備により、熊野市から御浜町間の災害

時の迂回が解消することにより、ネットワーク全体の

防災機能が向上。 
◎ 

 
（２）当該事業としての評価 

評価項目 事業による効果 評価 

防災・災害時の 

救助活動等 

・東紀州（紀南）広域防災拠点が、津波浸水時にも機能する高速道路ネットワーク

と接続され、本来の拠点機能を発揮。 
・熊野道路が整備されると、津波浸水時に名古屋側からの救援ルートが確保され、

東紀州南部地域の孤立の危機を回避。 

◎ 

住民生活 

・高速ネットワークの整備により第二次救急医療施設への搬送時間が短縮。 
東紀州（紀南）広域防災拠点～尾鷲総合病院間 

    ３４分 ⇒ ２４分（１０分短縮） 
◎ 

地域社会 

地域経済 

・代替路の確保により、事故等による道路の寸断が回避され、東紀州地域間の連携

が強化。 
・熊野古道をはじめ東紀州南部地域の観光地への安定的な経路が確保され、観光産

業に寄与。 

○ 

その他 －  

 
（３）事業の有効性 

・当該事業の実施により、ネットワーク上のリンクの評価が D ランク→B ランクに改善するとともに、不通リ

ンクの解消によりネットワーク全体の防災機能が強化される。 
・また、本事業において、津波における地域孤立の危機を回避するとともに、速達性の向上による救急搬送の改

善や道路の分断が回避されることによる地域間の連携が促進されるなど、有効性の高い事業と評価する。 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：茅野 牧夫     



 

４.事業実施環境・第三者意見 

事業実施環境 

・計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４．１６） 
・三重県知事より近畿自動車道紀勢線（新宮～大泊間（新宮紀宝道路平成 25 年度新規

事業化済み））の新規事業化を要望 

 

三重県 

「一般国道４２号(近畿自動車道紀勢線)熊野道路は、地域の防災機能の向上を図り、有事

の際の代替路となるなど重要な道路であるから平成２６年度に係る予算化をお願いしま

す。また、近畿自動車道紀勢線は、東紀州地域の振興、台風による豪雨や南海トラフ巨大

地震などの災害発生時の救援・復旧・復興や、救急医療において地域の生命を支える「新

たな命の道」であると考えており、残る未事業化区間の早期事業化、早期全線開通が図ら

れるよう特段の配慮をお願いします。」との意見を頂いた。 

社会資本整備審議会 

道路分科会 

事業評価部会 

「新規事業化については妥当である。」との意見を頂いた。 
 
 
 

社会資本整備審議会 

地方小委員会 

「新規事業化については妥当である」との意見を頂いた。 
「東紀州（紀南）広域防災拠点まで高速道路ネットワークが接続され、救援時の陸上ルー

トが確保される効果は、非常に大きい。」、「熊野道路の整備により、伊勢地域（伊勢神宮

等）を越え、東紀州地域まで足を伸ばす観光客が増え、観光面に資する。」、「熊野道路だ

けでなく、残りの熊野から紀宝まで未事業化区間をつなげることの意義は十分あるので、

是非整備すべき。」、「熊野道路だけで、これだけの効果があるので、残りの未事業化区間

を整備し、ネットワーク効果を発現できるようにすべき。」等の意見を頂いた。 
 
５.対応方針 

 

・当該事業により、熊野市～御浜町間における幹線道路の信頼性や速達性が向上することで、津波浸水時の地域

孤立の危機を回避できることや緊急輸送等の円滑化が可能となること、さらにミッシングリンクの改善や地域

間の連携の強化が認められることから、防災機能の評価を踏まえ、当該事業の必要性・有効性は高いと判断で

きる。 

 以上より、本事業を平成２６年度予算要求の新規事業箇所として要求する。 

 
 



 

平成２６年度予算要求に係る新規事業採択時評価 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道42号（近畿自動車道紀勢線）  

すさみ串本
くしもと

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

近畿地方整備局 

起終点 
自：和歌山

わ か や ま

県東牟婁郡
ひがしむろぐん

串本町
くしもとちょう

サンゴ台
だい

 

至：和歌山
わ か や ま

県西牟婁郡
に し む ろ ぐ ん

すさみ町
ちょう

江
え

住
すみ

 
延長  １９．２㎞ 

事業概要  

一般国道４２号は、静岡県浜松市を起点とし、紀伊半島をひとまわりして和歌山県和歌山市に至る延長約５４０ｋｍの主

要幹線道路である。 

すさみ串本道路は、一般国道４２号のバイパスとして、和歌山県東牟婁郡串本町サンゴ台から和歌山県西牟婁郡すさみ町

江住に至る延長１９．２kmの自動車専用道路である。 
事業の目的、必要性  

すさみ串本道路は、現在事業中の紀勢線（田辺～すさみ間）と連続し、紀伊半島沿岸部における大阪府から和歌山県南部

地域を結ぶネットワークの一部を形成。  
救急医療活動の支援、地域相互の振興と発展に寄与するほか、台風等による土砂災害や南海トラフの巨大地震等の災害時

における救命・救急活動や地域復興支援に寄与するものである。 
全体事業費  約７１０億円 計画交通量 約７，４００台／日 

事業概要図  

 

 

関係する地方公共団体等の意見  

【和歌山県知事】 
一般国道 42 号すさみ串本道路の予算化については同意すると同時に、心から感謝します。当該道路は、企業

立地や観光振興、農林水産業の振興はもとより、台風など異常気象時の脆弱性を解消し、災害時の救助・救援

活動のために必要な道路であり、一日も早い事業着手をお願いします。紀伊半島一周高速道路は、南海トラフ

の巨大地震により甚大な被害が想定される本県においては、人命救助はもとより迅速な復旧・復興のために不

可欠な命の道として、また、医療・教育機会の平等や、経済活動に対する県民のチャンスを保障するものとし

て、不可欠かつ急務であり、早期整備に特段のご配慮をお願いします。 

 
 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４．１６） 

 

 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．２ 

総費用 ５２０億円 総便益 ６２９億円 基準年  

事業費： ４７８億円 

維持管理費： ４２億円 

走行時間短縮便益：５２１億円 

走行経費減少便益：  ７６億円 

交通事故減少便益： ３２億円 

平成２５年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C=1.1 （交通量 -10 ％） B/C=1.3 （交通量 +10 ％） 

事業費変動 B/C=1.1 （事業費 +10 ％） B/C=1.3 （事業費 -10 ％） 

事業期間変動 B/C=1.1 （事業期間 +20 ％） B/C=1.3 （事業期間 -20 ％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響

渋滞対策 － 注目すべき影響はない 

事故対策 － 注目すべき影響はない 

歩行空間 － 注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎

第３次救急医療施設への搬送時間を短縮するとともに60分圏域が拡大 

串本町役場～南和歌山医療センター間：約60分→約49分（11分短縮） 

和歌山県南部地域の南和歌山医療センターへの60分圏域内人口 

：約1.7万人→約2.5万人（0.8万人増） 

地域経済 ◎ 代替路の確保により、災害時における安全性・信頼性が確保され、地域間連携を強化

災 害 ◎

津波浸水予測区域を回避することを基本とし、最大津波高を考慮した十分な高さを確

保することにより、災害時における安全性・信頼性を確保 

津波発生時の一時避難場所として活用するため、法面に避難階段等を設置し、地域の

避難活動を支援 

環 境 － 注目すべき影響はない 

地域社会 ◎

線形が厳しい箇所、災害リスクが高い箇所を回避し、安定した交通を確保し和歌山県

南部の地域間連携を強化 

線形が厳しい箇所   ：（現況）67箇所 → （整備後）0箇所 

災害リスクの高い箇所 ：（現況）23箇所 → （整備後）0箇所 

事業実施環境 ○
・手続きの完了：計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４．１６） 

・和歌山県知事より近畿自動車道紀勢線（すさみ～太地間、新宮～大泊間（新宮紀宝

道路除く））の新規事業化を要望 

 

採択の理由 

費用便益比が１．２と便益が費用を上回っているとともに、事業採択の前提条件が確認できる。 

また、南海トラフ巨大地震等の災害時における安全性・信頼性の確保、第３次救急医療施設への速達性の向

上等、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

 

 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：茅野 牧夫     

すさみ串本道路

  ※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 



 

参考：平成２６年度予算要求に係る新規事業採択時評価（防災機能の評価） 

 

１.事業の概要 

事業名 
一般国道４２号（近畿自動車道紀勢

線） すさみ串本道路 
事業 

区分 
 一般国道 事業 

主体 

国土交通省 

近畿地方整備局 

起終点 
和歌山
わ か や ま

県東牟婁郡
ひがしむろぐん

串本町
くしもとちょう

サンゴ台
だい

 
～和歌山

わ か や ま

県西牟婁郡
に し む ろ ぐ ん

すさみ町
ちょう

江
え

住
すみ

 
延長  １９．２㎞ 

事業概要 

 

目的 

・すさみ串本道路は、一般国道４２号のバイパスとして、和歌山県東牟婁郡串本町サンゴ台から西

牟婁郡すさみ町江住に至る延長１９．２kmの自動車専用道路である。 

・救急医療活動の支援、地域相互の振興と発展に寄与するほか、台風等による土砂災害や南海トラ

フの巨大地震等の災害時における救命・救急活動や地域復興支援に寄与する事業である。 

事業費 約７１０億円 3 便益 B/C １．２ 
 
２.必要性の評価 

（１）課題の整理 

評価項目 当該事業地域の課題・上位計画等 

防災・災害時の 

救助活動等 

・国道 42 号が唯一の幹線道路であり、南海

トラフ巨大地震の発生時には、津波が３分

で襲来することにより、約６割の区間が浸

水し、通行不能になると予測  

・国道４２号沿線集落の方 （々約１．４万人）

の災害時の救命・救急活動が課題 

・国道４２号は、台風などによる越波や大雨

による法面崩落等によって通行規制が過去

１０年間（Ｈ１５～Ｈ２４）で２９回発生

※高速道路のあり方検討有識者委員会・緊急提言 

「広域的な幹線道路ネットワークについては、地域の孤立

化や多重性の欠如など災害面からの弱点を再点検し、その

克服に向けて、ミッシングリンクの解消や隘路区間の改良

など効果的な手法を選択し、緊急性の高い箇所から重点的

に強化を行う必要がある。」 

 

※近畿圏広域地方計画（H21.8） 

「被災による地域の孤立化を防ぎ、迅速な救援活動を実施

するため、近畿自動車道紀勢線や五條新宮道路等の必要な

整備を推進する。」 

 

※和歌山県長期総合計画（H20.4） 

「道路は、商工業・観光・防災・医療など、あらゆる活動

の基礎となるインフラであり、ナショナルミニマムを保障

する根本です。グローバルな交流を支える高速道路（近畿

自動車道紀勢線、京奈和自動車道）ネットワークを形成す

るとともに、高速道路を補完する内陸部骨格道路や府県間

道路など道路網の整備を早期に図ることにします」 

住民生活 

・和歌山南部地域から最寄りの第３次救急医

療施設へ６０分以内に到達できる人口は、

事業中のすさみまで開通しても約４割（約

１．７万人）であり、串本町役場から約 

６０分かかるなど、搬送時間の短縮が課題

※近畿圏広域地方計画（H21.8） 

「兵庫県北部や、和歌山県紀南地域等、第 3 次救急医療機

関までの搬送に時間を要する地域において、鳥取豊岡宮津

自動車道や近畿自動車道紀勢線等の必要な整備を推進す

る。」 

 

※和歌山県長期総合計画（H20.4） 

「道路は、商工業・観光・防災・医療など、あらゆる活動

の基礎となるインフラであり、ナショナルミニマムを保障

する根本です。グローバルな交流を支える高速道路（近畿

自動車道紀勢線、京奈和自動車道）ネットワークを形成す

るとともに、高速道路を補完する内陸部骨格道路や府県間

道路など道路網の整備を早期に図ることにします」 

地域社会 

地域経済 

・国道４２号は線形の厳しい箇所や災害リス

クの高い箇所が多く、安定した交通が確保

されていないため、和歌山県南部の地域間

連携に支障 

※和歌山県長期総合計画（H20.4） 

「道路は、商工業・観光・防災・医療など、あらゆる活動

の基礎となるインフラであり、ナショナルミニマムを保障

する根本です。グローバルな交流を支える高速道路（近畿

自動車道紀勢線、京奈和自動車道）ネットワークを形成す

るとともに、高速道路を補完する内陸部骨格道路や府県間

道路など道路網の整備を早期に図ることにします」 

その他 － 
 

（２）事業の必要性 

・南海トラフ巨大地震等の災害時における安全性・信頼性の確保、第３次救急医療施設への速達性の向上等、当

該事業の必要性・効果は高いと判断できるため、事業の必要性があるものと評価する。 

  
３.有効性の評価 

（１）ネットワーク上のリンクとしての評価 

①主要都市・拠点間の防災機能の向上 

区間 

リンクの評価 

効果 評価 現状 

（整備前）

（目標） 

整備後 

串本町 
（振興局所在） 

白浜町 
（地方管理空港所

在） 
D （B） 

B 

・主経路（国道 42 号） に事前通行規制

区間等があるため、評価レベルはＤと

なる。 
・当該事業のルートが事前通行規制区間

等を避けて計画しているため、災害危

険性はなく、評価レベルはＢランクに

改善され、地域の孤立も解消。 

◎ 

②ネットワーク全体の防災機能の向上 

リンクの評価 

効果 評価 弱点度 

（整備前） 

弱点度 

（整備後） 
改善度 

48.5 0.88 55.1 
当該リンクの整備により、串本町から白浜町間の災害

時の迂回が解消することにより、ネットワーク全体の

防災機能が向上。 
◎ 

 
（２）当該事業としての評価 

評価項目 事業による効果 評価 

防災・災害時の 

救助活動等 

・津波浸水予測区域を回避することを基本とし、最大津波高を考慮した十分な高さ

を確保することにより、災害時における安全性・信頼性を確保 
・津波発生時の一時避難場所として活用するため、法面に避難階段等を設置し、地

域の避難活動を支援 

◎ 

住民生活 

・第３次救急医療施設への搬送時間を短縮するとともに 60 分圏域が拡大 
 
〔串本町役場～南和歌山医療センター間〕 
  約 60 分 ⇒ 約 49 分（11 分短縮） 
〔和歌山県南部地域の南和歌山医療センターへの 60 分圏域内人口〕 
  約 1.7 万人 ⇒ 約 2.5 万人（0.8 万人増） 

◎ 

地域社会 

地域経済 

・線形が厳しい箇所、災害リスクが高い箇所を回避し、安定した交通を確保し和歌

山県南部の地域間連携を強化 
   
〔線形が厳しい箇所〕  
    現況 67 箇所 ⇒ 整備後 0 箇所 
〔災害リスクの高い箇所〕 
  現況 23 箇所 ⇒ 整備後 0 箇所 

◎ 

その他 －  
 
（３）事業の有効性 

・当該事業の実施により、ネットワーク上のリンクの評価が D ランク→B ランクに改善するとともに、不通リ

ンクの解消によりネットワーク全体の防災機能が強化される。                      

・また、本事業において、津波への適応性が改善するとともに、速達性の向上による救急搬送の改善や地域間の

連携が促進されるなど、有効性の高い事業と評価する。 



 

４.事業実施環境・第三者意見 

事業実施環境 

・手続きの完了：計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４．１６） 

・和歌山県知事より近畿自動車道紀勢線（すさみ～太地間、新宮～大泊間（新宮紀宝道路

除く））の新規事業化を要望 

 

和歌山県 

「一般国道 42 号すさみ串本道路の予算化については同意すると同時に、心から感謝しま

す。当該道路は、企業立地や観光振興、農林水産業の振興はもとより、台風など異常気象

時の脆弱性を解消し、災害時の救助・救援活動のために必要な道路であり、一日も早い事

業着手をお願いします。紀伊半島一周高速道路は、南海トラフの巨大地震により甚大な被

害が想定される本県においては、人命救助はもとより迅速な復旧・復興のために不可欠な

命の道として、また、医療・教育機会の平等や、経済活動に対する県民のチャンスを保障

するものとして、不可欠かつ急務であり、早期整備に特段のご配慮をお願いします。」と

の意見を頂いた。 

社会資本整備審議会 

道路分科会 

事業評価部会 

「新規事業化については妥当である。」との意見を頂いた。 

社会資本整備審議会 

地方小委員会 

「新規事業化については妥当である。」との意見を頂いた。 
「南海トラフ巨大地震等の災害時において、いのちを守る道路として緊急性が極めて高い

道路。」、「津波発生時などに緊急的な避難場所としての効果も大きい。完成までの間も、

避難場所として活用できる様、工事の順番を工夫すべき。」、「和歌山県は、高齢化率の高

い地域であり、福祉や医療水準を上げていくためにも、この道路の効果は非常に高い。」、

「大阪、和歌山の中心市街地からも遠い地理的な問題がある中で、高齢化をどう食い止め、

若者が帰って来てくれるのか、地域の活性化のためにも道路が必要。」、「高速道路整備と

合わせて、高台移転など新たな街づくり、災害後の復興を行っていく上で、重要な道路。」、

「津波高は確保されているが、山岳地域を通過することから、法面崩落、土砂災害、地震

の揺れ等によって、通行出来ない様なことにならないよう、構造に配慮して整備すべき。」、

「大阪都市圏、中部都市圏と繋がる近畿全体の広域ネットワークとしても重要な道路。」、

「高速ネットワークは、繋がってこそ意味がある。紀勢線全体に対して効果を期待してお

り、残る区間の早期完成に向けて努力すべき。」との意見を頂いた。 
 
５.対応方針 

 

・当該事業により、災害時における安全性・信頼性の確保、救急医療施設への速達性の向上が図られるほか、高

速ネットワークの形成により広域的な地域間交流・連携の促進等の効果が認められることから、防災機能の評

価結果を踏まえ、事業の必要性・有効性は高いと判断できる。 

 以上より、本事業を平成２６年度予算要求の新規事業箇所として要求する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新規事業採択時評価結果（平成２６年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道４９７号 

（西
にし

九
きゅう

州
しゅう

自
じ

動
どう

車
しゃ

道
どう

）松浦
まつうら

佐々
さ ざ

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

九州地方整備局 

起終点 
自：長崎県松浦市

ま つ う ら し

志
し

佐
さ

町
ちょう

浦
うら

免
めん

 

至：長崎県北
きた

松
まつ

浦
うら

郡
ぐん

佐
さ

々
ざ

町
ちょう

沖
おき

田
た

免
めん

 
延長  １９．１ｋｍ 

事業概要  

一般国道497号西九州自動車道は福岡県福岡市を起点とし、佐賀県唐津市・伊万里市、長崎県松浦市・佐世保

市を経由して佐賀県武雄市で九州横断自動車道長崎大分線に接続する延長約150kmの自動車専用道路である。 

現在、約95kmが供用済であり、松浦～佐々間約19kmは、西九州自動車道唯一の未事業化区間となっている。

事業の目的、必要性  

本道路は九州北西部の救急医療アクセスの向上、緊急時の避難、救助活動の信頼性確保、観光産業・地域経

済の活性化に大きく寄与するものである。 

全体事業費 約８００億円 計画交通量   約１１，６００台／日 

事業概要図  

                                                

                                                  

                                                  

 
関係する地方公共団体等の意見  

【長崎県知事】  

西九州自動車道は、九州北西部の主要都市間の連携強化、交流促進を促す道路であり、特に本県の県北地域に

とっては、地域経済の発展、活性化に欠くことのできない重要な道路です。 

 当道路の全延長１５０ｋｍのうち、松浦から佐々間の１９ｋｍについては、残された唯一の未着手区間となっ

ています。 

 高速道路ネットワークは全線つながってこそ最大限の効果が発揮されるものであり、当該区間の開通により

観光業をはじめとした地域産業の競争力強化や救急医療体制の強化などに非常に大きな効果が期待されます。

 本県としては当該箇所の事業化を待望しているところであり、事業化のあかつきには円滑に事業促進が図れ

るよう最大限努力してまいりますので、平成２６年度の新規事業として予算化していただきますようお願いい

たします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている 

・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｈ２５．７．３０） 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．３ 

総費用 ６２１億円 総便益 ７８２億円 基準年  

事業費：   ５８５億円 

維持管理費：  ３６億円 

走行時間短縮便益：６５６億円 

走行経費減少便益： ６９億円 

交通事故減少便益： ５８億円 
平成２５年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝1.1 (交通量    -10％) B/C＝1.4  (交通量      +10％) 

事業費変動 B/C＝1.2 (事業費変動   +10％) B/C＝1.4  (事業費変動   -10 ％) 

事業期間変動 B/C＝1.2 (事業期間変動 +20％) B/C＝1.4  (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 － ・注目すべき影響はない。 

事故対策 － ・注目すべき影響はない。 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎
・第３次救急医療施設までの救急搬送時間短縮による救命率の向上 

［平戸市の60分圏内人口（離島除く）］ 

現況 52％ → 整備後 71％（２割増加） 

地域経済 ◎

・佐世保～平戸～松浦を周遊する観光ルートが強化され、観光振興による 

地域活性化に寄与 

［平戸市～佐世保市間所要時間］ 

 現況 56分 → 整備後 40分（16分短縮） 

・平戸市が福岡市から２時間圏（日帰り圏）となることにより新たな集客 

が見込まれ、観光振興による地域活性化に寄与 

災 害 ◎
・現道の線形不良箇所や災害箇所等を回避し、緊急時の避難等においても 

機能する信頼性の高い高速ネットワークが形成される。 

環 境 － ・注目すべき影響はない  

地域社会 － ・注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○

・都市計画決定手続き完了（Ｈ２５．７．３０） 

・長崎県知事、関係市町長より、松浦～佐々間の一括での平成２６年度新規事業化に

ついて要望 

採択の理由 

費用便益比が１．３と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる 

また、松浦佐々道路の開通により救急医療施設への速達性向上、観光振興による地域活性化、緊急時にも機能

する信頼性の高い高速ネットワークの形成など事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：茅野 牧夫     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

平戸市

平戸市
田平町

佐世保市
鹿町町

佐世保市
江迎町

佐世保市
吉井町 佐世保市

世知原町

相浦
中里IC

佐世保
中央IC

佐世保市

佐世保みなとIC

佐世保
大塔IC

佐世保
三川内IC

調川IC
（仮称）

今福IC
（仮称）

山代IC
（仮称）

楠久IC
（仮称）

伊万里西IC
（仮称）

伊
万
里
中

（仮
称
）

IC

佐賀県

佐々町

至

波
佐
見
有
田

IC

佐々IC

松浦IC
(仮称)

凡 例

：供用区間

：事業中区間

：未事業化区間
：対象区間

長崎県北松浦郡

佐々町沖田免

長
崎
県
松
浦
市

志
佐
町
浦
免

平戸江迎御厨IC（仮称）

江迎鹿町IC（仮称）

ひら ど えむかえみくりや

えむかえしかまち

ま
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ら
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さ
ち
ょ
う
う
ら
め
ん

さ ざ
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まつうら佐賀県

長崎県

松浦佐々道路 



参考：平成２６年度予算要求に係る新規事業採択時評価（防災機能の評価） 
 
１.事業の概要 

事業名 
一般国道４９７号 
（西

にし

九
きゅう

州
しゅう

自
じ

動
どう

車
しゃ

道
どう

）松浦
まつうら

佐々
さ ざ

道路 
事業 

区分 
一般国道 事業 

主体 

国土交通省 
九州地方整備局 

起終点 
自：長崎県松浦市

ま つ う ら し

志
し

佐
さ

町
ちょう

浦
うら

免
めん

 
至：長崎県北

きた

松
まつ

浦
うら

郡
ぐん

佐
さ

々
ざ

町
ちょう

沖
おき

田
た

免
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延長  １９．１ｋｍ 

事業概要 

 

目的 

一般国道 497 号西九州自動車道は福岡県福岡市を起点とし、佐賀県唐津市・伊万里市、長崎県松

浦市・佐世保市を経由して佐賀県武雄市で九州横断自動車道長崎大分線に接続する延長約 150km
の自動車専用道路であり、現在、約 95km が供用済である。 
そのうち、松浦～佐々間約 19km は、西九州自動車道唯一の未事業化区間となっており、九州北

西部の救急医療アクセスの向上、緊急時の避難、救助活動の信頼性確保、観光産業・地域経済の活

性化に大きく寄与するものである。 

事業費 約８００億円 3 便益 B/C １．３ 

 
２.必要性の評価 

（１）課題の整理 

評価項目 当該事業地域の課題・上位計画等 

防災・災害時の 

救助活動等 

・松浦市全域や平戸市・佐世保市の一部にお

いて原発災害時の避難経路に指定されてい

る現道は線形不良箇所等の課題を抱える箇

所が多数存在しており、緊急時の避難・救助

活動に支障が生じる恐れ。 

※九州圏広域地方計画(H21.8) 
・大規模災害時においても、救援・救護、災害復旧等に的

確に対応できるよう、災害時における確実な避難・緊急輸

送等を図るための迂回ルート等の余裕性（リダンダンシー）

に優れた交通網の整備を推進する。 
※長崎県「規格の高い道路の成果目標」

(H23.12) 
・災害発生時に重要な役割を果たす緊急輸送道路や代替ル

ートの確保 

住民生活 

・平戸市の約１．６万人は第３次救急医療施

設への救急搬送時間が６０分以上かかり、一

刻を争う緊急的措置が遅れる恐れ。 

※九州圏広域地方計画(H21.8) 
・災害時・緊急時の救急医療等を受けられる生活環境を構

築するため、基幹都市圏等に集積した高次医療サービスの

広域的な亨受を可能とする搬送手段、交通基盤等を形成し

ていく。 
※長崎県「規格の高い道路の成果目標」

(H23.12) 
・半島部・離島部における高次救急医療施設などへの搬送

時間の短縮 

地域社会 

地域経済 

・平戸市～佐世保市間には線形不良区間や幅

員狭小区間が多数存在し、スムーズなアクセ

スを確保できず、周遊する観光ルートが形成

されていないため、平戸・松浦では佐世保（ﾊ

ｳｽﾃﾝﾎﾞｽ等）の近年における観光客増の需要

を取り込めていない。 

※九州圏広域地方計画(H21.8) 
・広域的な連携による観光地の魅力向上を図るため、循環

型の高速交通体系の形成を図りつつ、歴史・文化、健康・

癒し等の魅力ある地域資源を結ぶ広域観光ルートの形成を

進める。 
※長崎県「規格の高い道路の成果目標」

(H23.12) 
・所要時間の短縮や定時性の確保による、産業振興や観光

振興の支援 

その他  

 
（２）事業の必要性 

本道路は九州北西部の救急医療アクセスの向上、緊急時の避難、救助活動の信頼性確保、観光産業・地域経済

の活性化に大きく寄与するものである。 

  
３.有効性の評価 

（１）ネットワーク上のリンクとしての評価 

①主要都市・拠点間の防災機能の向上 

区間 

リンクの評価 

効果 評価 現状 

（整備前）

（目標） 

整備後 

平戸市 
 

(地域の生活の中

心となる都市) 

佐世保市 
 

(地域の生活の中

心となる都市) 
(重要港湾) 

(三次救急医療) 
(自衛隊駐屯地) 

   

 

 

Ｄ 
（Ｂ） 

Ｂ 

・現道は津波浸水区域及び未改良区間を

通過しており寸断される可能性がある

ため、災害危険性が高い。また、近傍の

迂回路も脆弱である（Ｄランク）。 
・当該事業のルートは津波浸水区域及び

未改良区間を避けて計画しており災害

危険性のないＢランクに改善される。 

◎ 

②ネットワーク全体の防災機能の向上 

リンクの評価 

効果 評価 弱点度 

（整備前） 

弱点度 

（整備後） 
改善度 

１．５ ０．９ １．７ 
・当該リンクの整備により、平戸市～佐世保市間の

災害時の迂回が解消することにより、ネットワーク

全体の防災機能が向上。 
◎ 

 
（２）当該事業としての評価 

評価項目 事業による効果 評価 

防災・災害時の 

救助活動等 

・現道の線形不良箇所や災害箇所等を回避し、緊急時の避難等においても 
機能する信頼性の高い高速ネットワークが形成される。 ◎ 

住民生活 

・第３次救急医療施設までの救急搬送時間短縮による救命率の向上 

［平戸市の 60 分圏内人口（離島除く）］ 

現況 52％ → 整備後 71％（２割増加） 

◎ 

地域社会 

地域経済 

・佐世保～平戸～松浦を周遊する観光ルートが強化され、観光振興による 

地域活性化に寄与 

［平戸市～佐世保市間所要時間］ 

 現況 56 分 → 整備後 40 分（16 分短縮） 

・平戸市が福岡市から２時間圏（日帰り圏）となることにより新たな集客 

が見込まれ、観光振興による地域活性化に寄与 

◎ 

その他   

 
（３）事業の有効性 

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価がＤランク→Ｂランクに改善するとともに、不通リンクの

解消によりネットワーク全体の防災機能が強化される。 
・また、本事業において、緊急時の避難・救助活動において機能する信頼性の高い高速ネットワークが形成され

るとともに、速達性の向上による救急搬送の改善や地域間の連携が促進されるなど有効性の高い事業と評価す

る。 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：茅野 牧夫      



４.事業実施環境・第三者意見 

事業実施環境 

・都市計画決定手続き完了（Ｈ２５．７．３０） 

・長崎県知事、関係市町長より、松浦～佐々間の一括での平成２６年度新規事業化につい

て要望 

 

長崎県 

西九州自動車道は、九州北西部の主要都市間の連携強化、交流促進を促す道路であり、特

に本県の県北地域にとっては、地域経済の発展、活性化に欠くことのできない重要な道路

です。 

 当道路の全延長１５０ｋｍのうち、松浦から佐々間の１９ｋｍについては、残された唯

一の未着手区間となっています。 

 高速道路ネットワークは全線つながってこそ最大限の効果が発揮されるものであり、当

該区間の開通により観光業をはじめとした地域産業の競争力強化や救急医療体制の強化

などに非常に大きな効果が期待されます。 

 本県としては当該箇所の事業化を待望しているところであり、事業化のあかつきには円

滑に事業促進が図れるよう最大限努力してまいりますので、平成２６年度の新規事業とし

て予算化していただきますようお願いいたします。  

社会資本整備審議会 

道路分科会 

事業評価部会 

「新規事業化については妥当である。」との意見を頂いた。 

社会資本整備審議会 

九州地方小委員会 

・「新規事業化については妥当である。」との意見を頂いた。 

・Ｂ／Ｃに現れない効果が大きい。松浦佐々道路により、福岡から松浦・平戸、佐世保・

ハウステンボスとつながってくると新しい大きな魅力ができ、大きな経済効果も期待でき

る。 

・国防の観点からも有事の際に大きく貢献すると思われる。 

・平戸市の一部の教会は、世界遺産登録に向けて準備を進めているところであり、松浦佐々

道路は大きく貢献すると思われる。 

 
５.対応方針 

・当該事業により、九州北西部の救急医療アクセスの向上、緊急時の避難・救助活動の信頼性確保、観光産業・

地域経済の活性化等の効果が認められることから、防災機能の評価結果も踏まえ、当該事業の必要性・有効性は

高いと判断できる。 
 以上より、本事業を平成２６年度予算要求の新規事業箇所として要求する。 

 



            

 

事業の概要 

事業名 一般国道１０号 高江
た か え

拡幅 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

九州地方整備局 

起終点 
自：大分県大分市鴛

おし

野
の

 

至：大分県大分市中判
なかはん

田
だ

 
延長  ２．８ｋｍ 

事業概要  

一般国道１０号は、大分市と佐伯市、豊後大野市などの周辺都市を連絡し、大分市内を縦断する幹線道路で

ある。このうち、高江拡幅は、大分市の郊外に位置し前後区間を４車線整備済区間で挟まれ２車線区間となっ

ている延長2.8kmの４車線拡幅事業である。 

事業の目的、必要性  

当該事業の整備により、交通渋滞を緩和し速達性の向上を図るとともに、交通事故の削減を図る。 

全体事業費 約８５億円 計画交通量  約４４，３００台／日 

事業概要図  

                                                

                                                 

                                                  

                                                                                      

関係する地方公共団体等の意見  

【大分県知事】 
国道 10 号の当該区間は大分市の中心部に位置し、通過交通や沿線の大型団地からの多くの車両等が流入して

います。 
また、この区間は唯一 4 車線化が残されており、慢性的な交通渋滞が発生しています。これにより、住民生

活や経済活動に大きな支障を来すとともに、付近には第三次救急医療機関もあることから、救命救急医療活動

にとっても、大きな隘路になっています。 
このようなことから、早期整備を強く望んでいるところであり、新規事業採択時評価に係る同事業の予算化

を行い、特段のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。    

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｓ４８．３．９） 

 

 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ ３．１ 

総費用 ６５億円 総便益 ２０４億円 基準年  

事業費：     ５９億円 

維持管理費：   ６.１億円 

走行時間短縮便益：１８９億円 

走行経費減少便益：８．１億円 

交通事故減少便益：６．８億円 

平成２５年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝2.8  (交通量     －10％) B/C＝3.4  (交通量     ＋10％) 

事業費変動 B/C＝2.9  (事業費変動  ＋10％) B/C＝3.4  (事業費変動  －10％) 

事業期間変動 B/C＝2.9  (事業期間変動＋20％) B/C＝3.3  (事業期間変動－20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

・４車線化に伴い交通容量が増大し、混雑度が約６割減少。 

・ボトルネック区間の解消により旅行速度が１７ｋｍ／ｈ向上し、通勤・通学等の住民生活

や企業活動を支援。 

【混雑度の変化】 

  現況 ２．３４ → 整備後 ０．９５（約６割減少） 

【速度の変化】 

  現況 １９km/h → 整備後 ３６km/h（１７km/h増） 

事故対策 ◎ 

・渋滞緩和により、渋滞が一因で発生していた死傷事故の減少が期待される。 

【死傷事故率】 

現況２車線 １１０件／億台㌔ → 整備後４車線 ８３件／億台㌔（約３割減少） 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎
・速達性が向上し、第三次救急医療施設への搬送時間が短縮。 

（搬送時間の変化：現況約５４分 → 整備後約４８分（約６分短縮）） 

※搬送時間は豊後大野消防本部からアルメイダ病院（第三次救急医療施設）間で算出。 

地域経済 －
 

・注目すべき影響はない。 

   

災 害 － ・注目すべき影響はない。 

環 境 － ・注目すべき影響はない。  

地域社会 － ・注目すべき影響はない。 

事業実施環境 ○

・都市計画決定手続き完了（Ｓ４８．３．９） 

・大分県知事、大分市長より「一般国道１０号の旦の原～中判田間拡幅（４車線化）の早期着

工について」要望 

採択の理由 
・費用便益比が３．１と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

・また、４車線に拡幅することで渋滞の緩和及び救急医療施設への速達性向上、さらに交通事故が削減するなど、

事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：茅野 牧夫      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
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新規事業採択時評価結果（平成２６年度新規事業化箇所） 

供用区間 

対象区間 



 

新規事業採択時評価結果（平成２６年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道５８号 

那覇北
な は き た

道路
ど う ろ

 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

内閣府 

沖縄総合事務局 

起終点 
自：沖縄

おきなわ

県那覇市
な は し

港町
みなとまち

 

至：沖縄
おきなわ

県那覇市
な は し

若狭
わかさ

 
延長  ２．２㎞ 

事業概要  

那覇北道路は、沖縄西海岸道路（読谷村～糸満市）のうち那覇市港町から那覇市若狭に至る延長２．２ｋｍ

の地域高規格道路であり、また、那覇港の臨港道路としての２つの側面を有する道路である。 

事業の目的、必要性  

本道路は、那覇都市圏の環状道路を形成し、一般国道５８号の那覇市街部及び周辺部の交通混雑の緩和を図

るとともに、那覇港・那覇空港へのアクセス性向上による物流の効率化、観光振興を支援する道路である。 
 

全体事業費  約７３１億円 計画交通量 約４２，１００台／日 

事業概要図  

  

        

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【沖縄県知事】 
那覇北道路の予算化について、直轄事業負担金の負担者として、同意いたします。 
本道路は、那覇都市圏の渋滞緩和や那覇空港、那覇港へのアクセス性向上に資する、本県の県民生活や観光

振興等を支える極めて重要な道路であります。また、那覇空港への所要時間が大幅に短縮される本道路の早期

整備は急務であります。つきましては、平成２６年度において、本道路の新規事業化を行い早期完成供用が図

られますよう、特段のご配慮を賜りますようお願い申しあげます。 
 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
・整備にあたっては、可能な限り周辺の景観に配慮すべき。 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｈ２５．４．２６） 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ ２．０ 

総費用 ５４１億円 総便益 １,１０４億円 基準年  

事業費： 529億円 

維持管理費： 12億円 

走行時間短縮便益： 857億円 

走行費用減少便益： 157億円 

交通事故減少便益：   89億円 

平成25年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C=1.8 （交通量 -10 ％） B/C=2.6 （交通量 +10 ％） 

事業費変動 B/C=1.9 （事業費 +10 ％） B/C=2.3 （事業費 -10 ％） 

事業期間変動 B/C=1.9 （事業期間 +20 ％） B/C=2.2 （事業期間 -20 ％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

・那覇市内に環状道路の一部が形成されることで、那覇市街地内の通過交通を転換し、

定時性・速達性の確保、渋滞緩和が期待される。 

【那覇市中心部を通過する国道58号の交通量が減少】 

現況 316百台/日  ⇒ 整備後 196百台/日 （約4割減少） 

【国道58号の交通量が減少】 

  現況 704百台/日  ⇒ 整備後 518百台/日 （約3割減少） 

【臨港道路の交通量が減少】 

   現況 451百台/日  ⇒ 整備後 197百台/日 （約6割減少） 

事故対策 － 注目すべき影響はない。 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 － 注目すべき影響はない。 

地域経済 ○

・那覇市北西部の渋滞が緩和されるとともに、物流拠点の那覇港と県南地域のつなが

りが強化され、地域経済の発展に寄与することが期待される。 

・また、沖縄では観光振興を推進しており、近年着実に観光客が増加している。渋滞

が緩和されるとともに、更なる観光客の増加が期待される。 

災 害 － 注目すべき影響はない。 

環 境 － 注目すべき影響はない。 

地域社会 － 注目すべき影響はない。 

事業実施環境 ○
・都市計画決定手続き完了（Ｈ２５．４．２６） 

・沖縄県知事より、沖縄西海岸道路（那覇北道路）の早期完成供用に向けた整備促進 

並びに新規事業化について要望あり。 

 

採択の理由 
・費用便益比が２．０と、便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続が完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

・また、那覇都市圏における交通渋滞の緩和や地域経済の活性化も期待できる等、事業の必要性・効果は高いと

判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名:茅野 牧夫    

  ※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
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